
（ 5） 独立行政法人福祉医療機構の労災年金担保貸付勘定における政府出資金の規模につい

て

（平成 29年度決算検査報告 264、612ページ参照）

1 本院が表示した意見

独立行政法人福祉医療機構（以下「機構」という。）は、独立行政法人福祉医療機構法（平成 14

年法律第 166号）に基づき、政府出資金を原資として労災年金担保貸付事業（以下「労災貸付事

業」という。）を行っている。労災貸付事業は、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方

針」において廃止することなどとされており、厚生労働省は、平成 30年 2月に、機構に指示

した第 4期中期目標（30年 4月から 35年 3月まで）において、新規貸付終了時期について 33

年度末を目途としている。そして、業務が廃止されるのは、新規貸付けが終了して、更に既

往の貸付金の回収業務等が完了した後となる。機構は、26年 12月に、労災貸付事業の貸付

限度額を引き下げるなどの措置を講じていて、貸付残高は大幅に減少してきており、貸付け

に使用されていない政府出資金の額は大幅に増加している。しかし、厚生労働省において、

27年 3月の国庫納付以降、事業規模に見合った資産規模を適時に検証していないため、機

構において、貸付金の原資として使用される見込みのない多額の政府出資金に係る資産を保

有しており、今後も業務廃止まで保有し続けることになる事態が見受けられた。

したがって、厚生労働大臣及び独立行政法人福祉医療機構理事長に対して、30年 10月

に、会計検査院法第 36条の規定により次のとおり意見を表示した。

ア 厚生労働省において、労災貸付事業の実績及び今後の事業規模を考慮するなどして真に

必要となる政府出資金の額を検討し、必要額を超えて保有されていると認められる政府出

資金については、機構において、独立行政法人通則法（平成 11年法律第 103号）に基づき、

不要財産として速やかに国庫に納付すること

イ 厚生労働省において、今後、業務廃止までの間、労災貸付事業の実施に必要となる政府

出資金の規模を事業規模に見合うものとなるよう必要となる政府出資金の額の算出方法を

検討してこれに基づき適時適切に検証を行い、必要額を超えて保有されていると認められ

る政府出資金については、不要財産として国庫に納付することができる仕組みを整備する

こと、また、機構において、その仕組みに沿って、適切に不要財産を国庫に納付すること

とすること

2 当局が講じた処置

本院は、厚生労働本省及び機構本部において、その後の処置状況について会計実地検査を

行った。

検査の結果、厚生労働省及び機構は、本院指摘の趣旨に沿い、次のような処置を講じてい

た。
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ア 厚生労働省は、労災貸付事業の実績及び今後の事業規模を考慮するなどして真に必要と

なる政府出資金の額を検討し、その結果、機構は、必要額を超えて保有されていると認め

られた政府出資金 7億 3092万余円について、独立行政法人通則法第 46条の 2の規定に基

づき、31年 3月に不要財産の国庫納付に係る厚生労働大臣の認可を受けて、同月に国庫

に納付した。

イ 厚生労働省は、令和元年 6月に、元年度以降、業務廃止までの毎年度、労災貸付事業の

実施に必要となる政府出資金の規模を事業規模に見合うものとなるよう、必要となる政府

出資金の額について、前年度の貸付残高、貸付実行額等を基に検証を行い、必要額を超え

て保有していると認められる場合には、不要財産として国庫に納付することとする仕組み

を整備し、機構は、その仕組みに沿って、不要財産を国庫に納付することとした。
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